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国際穀物市場の環境変化に直面する日本の配合飼料
製造業



























































































第 1 表配合飼料製造工場の生産体制 (単位:工場、万 t/年、明)















年間 60 万 t
年間 40 万 t
年間 20 万 t
年間 20 万 t
41 14 10 
927 382 356 





4億円 約 75 億円(土地代含む)
6.5 億円
4.5 億円 約 150億円(隣接するサイロ会社建設費用含む)
約 55 イ意円
資料:飼料日報社(201Oa)、 W47newd (2010 年 10 月 5 日付)、三井物産ウェブサイト
(http://www.mitsui.com/jp/jalindex.htmD より筆者作成。
規模の経済性は相殺される。第 1 表は、配合飼料工場の生産体制を整理したものである。
全体の工場数が減少する中で、 27 万 6 千 t 以上の工場数は大幅に伸びており、大規模化が
進展していることが分かる。一方操業率では、いずれの年度も 14 万 4 千-21 万 6 千 t の工




立され(注1)、資本金がそれぞれ4億円と 4.5 億円。総工費がそれぞれ 75 億円、 150 億円























































































































な飼料業者を変えることを好まなかった(Kneen ， 1995, 260)。第三に、全農のネットワ
ークによる Market Foreclosure の存在も 取引先を限定的なものとし、参入障壁として
機能した(注 10)。第 4 に、配合飼料産業の低成長性も撤退の誘因となった(注 11)。以上か








































2006 (I) ム500 ム383
2006αII) 1,700 1,754 
2006 (IV) 5,500 5,616 
2007α) 3,200 3,230 
2007 (I) 1,100 1,208 
2007 mI) ,6400 ム288
2007 (IV) 3,900 4,135 
2008 (I) 4,500 4,660 
2008 (I) 1,500 1,948 
2008 (III) 2,500 2,872 
2008 (IV) ム12，200 ム 11 ， 878
2009 (I) ム4，200 ム3， 568
2009 (I) 2,800 2,892 
2009 mI) ム 1 ，400 ム 1 ，362
2009 (IV) ム500 ム432

















第 4 表畜種別・飼養頭数規模別の飼養戸数と飼養頭数シェアの推移 (単位・頭、羽、目)
乳牛 1-19 20-29 30-49 50-79 80-99 100- 言十
2002 年 7,900 5,160 8,920 5,710 1,090 1,360 30,100 
(6.8) (9.9) (27.9) (27.ω (8.2) (17.5) (100.0) 
2012 年 4,340 2,940 5,210 3,910 1,010 2,030 19,400 
(4.7) (6.7) (19.3) (24.4) (9.2) (35.7) (100.0) 
肉牛 1-4 5-9 10-19 20・ 49 50-99 100-199 200・ 言十
2002 年 41,900 24,200 17,000 11,180 4,150 2,780 2,600 103,700 
(3.8) (5.9) (8.1) (11.9) (10.3) (13.5) (46.5) (100.0) 
2012 年 21,200 14,300 11,500 9,050 4,240 2,340 2,190 64,800 
(2.4) (3.8) (6.0) (11.1) (ll.5) (12.7) (52.4) (100.0) 
肥育豚 1-99 100-299 300-499 500-999 1,000-1 ,999 2000- 言十
2002 年 1,420 1,700 1,210 1,800 1,240 840 8,190 
(1.1) (4.5) (6.3) (16.0) (20 目 5) (51.6) (100.0) 
2012 年 738 745 635 1,050 1,020 987 5,180 
(0.7) (2.0) (3.1) (9.3) (16.8) (68.0) (100.0) 
採卵鶏 1 千-4， 999 5 千-9， 999 1 万-49，999 5 万-99， 999 10 万ー 計
2002 年 1,140 710 1,580 340 350 4,450 
(2.1) (3.7) (25.9) (17.2) (51.0) (100.0) 
2012 年 648 410 900 274 327 2,770 
(1.2) (2.0) (15.5) (14.5) (66.8) (100.0) 
7"ロイ7- 5 万未満 5 万一99，999 10 万-299，999 30 万ー 言十
2002 年 833 652 1,493 387 3,365 
(3.7) (8.2) (43.6) (44.5) (100.0) 
2008 年 556 506 1,396 467 2,925 
(2.4) (6.1) (40.0) (51.6) (100.0) 
、，、 農林水産省!畜産統計」より筆者作成。
注:()は、飼養頭数・羽数の合計に占める、各規模の飼養頭数・羽数の割合。またブロイラ
ーについては、 2009 年以降調査を休止しているため、 2008 年のデータを代用している。


















ると、何の対策も取らなかった場合の参加により豚肉 4，600 億円、牛肉 3，000 億円、鶏卵
























































第 5 表 配合飼料製造業の売上高経常利益率
配合飼料製造業 食品製造業 製造業
2.13% 3.19% 3.92% 
1.94% 3.38% 4.75% 
2.63% 3.06% 5.01% 
2.39% 2.78% 5.29% 
1.44% 2.76% 5.06% 











年 CR3(%) CRI0(%) HI 企業数 承認工場数 全農全体のシェア
2006 25.1 57.5 442 75 135 29.65 
2007 26.6 59.0 463 76 135 29.64 
2008 29.1 62.5 514 72 131 30.09 
2009 26.8 59.8 465 72 128 29.78 
















しては、約 3割のシェアを保っており、全農全体を 1 企業とした場合、上位 7社で全体の



























































第二に、受委託生産が増加している。総務省の「平成 17 年(2005 年)産業連関表j と、
経済産業省の「平成 22 年延長産業連関表(平成 17 年基準)J における、飼料の受委託を表







以上の内容を、第 5 図に整理する。配合飼料製造業は、1)原料価格の高騰、 2)畜産部門
の不振、 3)TPP 参加による食肉輸入拡大の懸念、 4)全農のプライス・リーダーシップ等に





























第一に、原料価格の低減が図られている。これは、 [1]調達産地の多元化(注 14) 、 [2]ノ〈イ
オエタノールの副産物で、ある DDGS の活用(注 15) 、 [3] トウモロコシよりも値上げ幅の小
さい大豆粕等の副原料の配合率増加といった方法がとられている。
第二に、配合飼料輸送におけるバラ化率の拡大で、ある口配合飼料輸送においては、バル









































2) 平成 20 年度配合飼料産業調査結果J (平成 21 年 6 月実施)は、配合飼料製造企業 73 社、同工
場は 128 件から回答を得たものである。飼料日報社(2009)は平成 20 年 12 月時点の配合飼料製
造企業数を 72 社、工場数を 131 社としており、「配合飼料産業調査結果J が、配合飼料産業の
ほぼ全域をカバーしていることが分かる。
3) 同年の食品製造業の売上高経常利益率は 2.6%、製造業では 2.3%である(財務省「法人企業統計
調査J )0 
4) ここで Market Foreclosure とは、川下の買い手による川上の売り手へのアクセス、または川上
の売り手による川下の買い手へのアクセスを不可能とする排除行為を指す。
5) r平成 20 年度配合飼料産業調査結果J に依ると、回答のあった企業 73 社の総生産量 2，438 万 t










8) (社)配合飼料供給安定機構「平成 20 年度配合飼料産業調査結果」を参照。
9) 売上高研究開発費比率は 2008 年度において、配合飼料製造業で 0.49%、食品製造業で1.09%、




売れなかった」と述べている( rビジネス香川 JI 2009 年 7 月 2 日号)。






13) rFeed InternationalJ SEPTEMBER/OCTOBER 2010, WATTAgNet.com.によると、 2009 年に
おける上位 7 社の製造量の合計は 1，850 万 t である。農林水産省の「流通飼料価格等実態調査J
によると、同年の我が国における飼料製造量は 2，480 万 t であり、約 75%を上位 7 社が占めて
いることが分かる。
14) rJA.com 農業協同組合新聞JI (2012 年 12 月 25 日付)や、総合商社各社の「アニュアルレポー
ト J を参照。
15) rJA.com 農業協同組合新聞JI (2012 年 12 月 26 日付)を参照。
16) 出資金額は 800 万人民元。出資比率は 40.0%である。以上は、日本農産工業の「プレスリリー
ス」を参照。
17) 出資金額は約 213 百万円。出資比率はエピアリス山東社の 30.0%。以上は、日本農産工業の「プ
レスリリース」を参照。
18) 出資比率は 49.0%。製造設備は 20 万 t/年。以上は、協同飼料の「プレスリリース」を参照。
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